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簡易株式交換による連結子会社（テックウインド株式会社）の完全子会社化に関するお知らせ 

 

 

当社は、2018 年２月 22 日開催の当社取締役会において、2018 年４月 24 日を効力発生日として、当社を株式

交換完全親会社、当社の連結子会社であるテックウインド株式会社（以下「テックウインド」）を株式交換完全子

会社とする株式交換（以下「本株式交換」）を行うことを決議し、両社間で株式交換契約を締結しましたので、下

記の通りお知らせいたします。 

なお、本株式交換は自己株式を用いて行うため、新株発行を伴うものではございません。 

又、本株式交換は、連結子会社を完全子会社化する簡易株式交換であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１．本株式交換による完全子会社化の目的 

当社グループの意思決定のさらなる迅速化、経営資源の最適化を図り、効率的かつ機動的な連結経営体制を確

立することを目的として、テックウインドを完全子会社とすることといたしました。 

 

２．本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

取締役会決議日（両社） 2018年２月22日 

本株式交換に係る株式交換契約締結日 2018年２月22日 

本株式交換承認臨時株主総会（テックウインド） 2018年３月14日（予定） 

本株式交換の効力発生日 2018年４月24日（予定） 

（注１）本株式交換は、株式交換完全親会社である当社においては会社法796条第２項に定める簡易株式交

換に該当するため、株主総会による株式交換契約の承認を必要としない、簡易株式交換の手続きに

より本株式交換を行う予定です。 

（注２）上記日程は、本株式交換に係る手続進行上の必要性その他の事由により必要となる場合には、両社

が協議し合意の上、変更される場合があります。 

 

（２）本株式交換の方式 

本株式交換は、当社を株式交換完全親会社とし、テックウインドを株式交換完全子会社とする自己株式を

用いた株式交換です。 

 

 

 

 



（３）本株式交換に係る割当ての内容 

 株式会社ＭＣＪ 

（株式交換完全親会社） 

テックウインド株式会社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当の内容 １ 0.58 

本株式交換により交付する株式数 普通株式：441,380株（予定） 

（注１）株式の割当比率 

テックウインドの普通株式0.58株に対して、当社の普通株式１株を割当交付いたします。 

ただし、当社が保有するテックウインドの普通株式6,773,000株については本株式交換による割当

ては行いません。 

（注２）本株式交換により交付する株式数 

当社は、本株式交換に際して、効力発生時の直前のテックウインドの株主（ただし当社は除く）に

対し、当社普通株式441,380株を割当てる予定ですが、交付する株式は保有する自己株式を充当す

る予定であり、新株の発行は行いません。 

（注３）テックウインドは、本株式交換の効力発生日の前日までに開催するテックウインドの取締役会決議

により、テックウインドが保有する自己株式及び効力発生時の直前までにテックウインドが保有す

ることとなる自己株式（本株式交換に関して行使される会社法第785条第１項に定める反対株主の

株式買取請求に係る株式の買取りによって取得する自己株式を含む）の全部を消却する予定です。 

 

（４）本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠 

株式交換比率の算定にあたっては、独立した第三者算定機関にその根拠となる株式評価を依頼いたしまし

た。 

当社は上場会社であるため、当社の株式価値については、市場株価方式により１株当たり1,410円といた

しました。テックウインドの株式価値については、非上場会社であるため、インカムアプローチによる DCF

方式及びネットアセット・アプローチによる簿価純資産方式を採用し、１株当たり 816 円といたしました。 

当社及びテックウインドは、当該評価結果に基づいて慎重に交渉・協議し、上記の株式交換比率とするこ

とを決定いたしました。 

なお、株式交換比率の算定の前提として、当社及びテックウインドが大幅な増減益になることや、資産・

負債の金額が直近の財務諸表に比して大きく異なること等は想定しておりません。 

 

（５）株式交換完全子会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３．本株式交換の当事会社の概要       2017年９月30日現在 

  株式交換完全親会社 株式交換完全子会社 

(1) 名 称 株式会社ＭＣＪ テックウインド株式会社 

(2) 所 在 地 埼玉県春日部市緑町６丁目14番53号 東京都文京区湯島３丁目19番11号 

(3) 
代 表 者 の

役 職 ・ 氏 名
代表取締役会長 髙島勇二 代表取締役社長 王夢周 

(4) 事 業 内 容 グループ会社の統括及び運営 
PC及び周辺機器の卸売業、PC及びサー

バーの開発製造受託 

(5) 資 本 金 3,854,491,300円 4億9980万円 

(6) 発行済株式数 50,870,600株 8,906,200株 

(7) 決 算 期 ３月末 ３月末 

(8) 従 業 員 数 1,181名 141名 

(9) 設 立 年 月 1998年８月 1995年４月 

(10) 主 要 取 引 先 - 
インテル、日本マイクロソフト、ウエスタン

デジタル、ASUS、エルザジャパン、QNAP 

Systems、Supermicro、Kingston、他 

(11) 主要取引銀行
三菱東京UFJ銀行、みずほ銀行、三井住

友銀行 

みずほ銀行、三菱東京UFJ銀行、三井住

友銀行 



(12) 
大 株 主 及 び

持株比率（％）

髙島勇二（32.79％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）（7.49％） 

資産管理サービス信託銀行株式会社（年

金信託口）（2.64％） 

GOVERNMENT OF NORWAY（1.64％） 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口）（1.60％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）（1.37％） 

THE BANK OF NEW YOIR, NON-TREATY 

JASDEC ACCOUNT（1.35％） 

株式会社ＳＢＩ証券（1.22％） 

浅貝武司（1.16％） 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505104（1.05％） 

株式会社ＭＣＪ（89.89％） 

 

(13) 
当事会社間の

関 係 等

資本関係 
当社はテックウインドの発行済株式の 89.89％保有しており

ます。 

人的関係 

当社の取締役１名及び従業員１名が、テックウインドの取締

役を兼務しております。また、当社の監査役がテックウインド

の監査役を兼務しております。 

取引関係 

当社はテックウインドから経営指導料として33百万円の支払

いを受けております。また、当社はテックウインドに対し、

1,000百万円の貸付があります。 

関連当事者への

該当状況 

テックウインドは当社の連結子会社であり、関連当事者に該

当します。 

 

(14) 最近３年間の財政状態及び経営成績（単位：百万円） 

決 算 期 

ＭＣＪ（連結） テックウインド（単体） 

2015年 

３月期 

2016年 

３月期 

2017年 

３月期 

2015年 

３月期 

2016年 

３月期 

2017年 

３月期 

純 資 産 23,456 24,811 28,661 3,089 3,393 4,197

総 資 産 53,431 50,681 55,963 10,585 11,862 11,910

１ 株 当 た り 

純 資 産 （ 円 ） 

475.76 502.89 580.12 410.10 450.48 557.18

売 上 高 102,889 103,288 108,727 33,270 33,443 33,809

営 業 利 益 5,068 5,167 7,463 546 524 665

経 常 利 益 5,217 5,014 7,503 653 483 662

当 期 純 利 益 2,627 3,087 5,030 419 304 803

１ 株 当 た り 

当期純利益（円） 

53.83 63.48 103.44 55.73 40.37 106.71

１ 株 当 た り 

配 当 金 （ 円 ） 

10.00 13.00 26.00 0.00 0.00 0.00

 

４．本株式交換後の状況 

本株式交換による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期の変更はありませ

ん。 

 

５．業績に与える影響 

テックウインドはすでに当社の連結子会社であるため、本株式交換による連結業績への影響は軽微であると

見込んでおりますが、今後開示すべき事項が発生した場合には、速やかに開示いたします。 

以上 


